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市の財政状況を報告

平成３０年度決算の概要
担当 財政課　1０４６（２５２）８４０４　5０４６（２５５）３５５０

市税 
１９０億５，４９４万円 
４５．８％ 

市税 
１９０億５，４９４万円 
４５．８％ 

歳　入 
４１５億７，７０９万円 

繰入金 
２９億５，９８０万円 
７．１％ 

地方交付税 
１５億７，５５８万円 
３．８％ 

市債 
２４億２，４６８万円 
５．８％ 

地方消費税交付金 
２１億８５万円 
５．１％ 

その他 
２４億２，３３４万円 
５．８％ 

繰越金 
１１億９，５１６万円 
２．９％ 

県支出金 
２３億８，８１６万円 
５．８％ 

国庫支出金 
７４億５，４５８万円 
１７．９％ 

　座間市議会第３回定例会において、市の平成３０年度の決算が以下の通り認定
されました。
　市の会計は、行政運営のための基本的な会計である「一般会計」および「三
つの特別会計」、地方公営企業法の適用を受ける「公営企業会計」に分かれて
います。
　市の財政がどのように運営され、どのような状況になっているかを市民の皆
さんに広くお知らせするため、決算の概要を公表します。

扶助費 人件費 

義務的経費 

公債費 物件費 繰出金 普通建設 
事業費 

補助費など 積立金 その他 

億 
１２０ 

１００ 

８０ 

６０ 

４０ 

２０ 

０ 

総　額 
４０１億５９４万円 

１２１億１，８５０万円 
（３０．４％） その他 

１億２，０６２万円（０．３％） 

社会福祉費 
２７億４，０５５万円（６．８％） 

７１億 
７，９７９万円 
（１７．９％） 

５８億 
１，８４４万円 
（１４．５％） 

４１億 
２，９２４万円 
（１０．３％） ３０億 

８，２１３万円 
（７．７％） ２２億 

５，８３８万円 
（５．６％） 

２２億 
１，６７２万円 
（５．５％） 

８億 
１６２万円 
（２．０％） 

２４億 
３，４６２万円 
（６．１％） 

生活 
保護費 
４０億 
６８０万円 
（１０．０％） 

生活 
保護費 
４０億 
６８０万円 
（１０．０％） 

児童 
福祉費 
５３億 

１，７０３万円 
（１３．３％） 

児童 
福祉費 
５３億 

１，７０３万円 
（１３．３％） 

※このグラフは、地方財政状況調査の分類方法を準用しています。

表１　市の財産
増減額等平成３０年度平成２９年度区　分

４，９２４㎡９７２，８８８㎡９６７，９６４㎡土 地

５３６㎡２５４，７６８㎡２５４，２３２㎡建 物

▲８，６９７万円３５億２，６９４万円３６億１，３９１万円基 金

３２万円２億６，２６７万円２億６，２３５万円有価証券など

表２　市の負債
増減額平成３０年度平成２９年度区　分

１億８，５２１万円２８６億８５８万円２８４億２，３３７万円市 債

▲１億８，８１２万円１億７，２９８万円３億６，１１０万円土地開発公社の
借 入 金

歳入と歳出 歳入と歳出について詳しくはグラフ１～３の通りです。

　市の財産と負債については、表１・２、グラ
フ４の通りです。

※１　国からもら
える地方交付税の
一部が現金で用意
できないために、
一時的に市が肩代
わりしているお金
など。

※２　行政・文化
の中心拠点である
市庁舎、市民文化
会館などの施設の
整備に借りたお金。

※３　学校や道路
などの公共施設を
つくるために借り
たお金。

民生費 
１８４億６，２７８万円 
４６．０％ 

民生費 
１８４億６，２７８万円 
４６．０％ 

公債費 
２４億３，４６２万円 
６．１％ 

消防費 
２０億１０４万円　５．０％ 

教育費 
３４億６，３９１万円 
８．６％ 

議会費　２億７，９２１万円　０．７％ 
商工費　１億７，０５２万円　０．４％ 農林水産業費　９，９１３万円　０．２％ 

労働費　８，２１５万円　０．２％ 
諸支出金　７９万円　０．０％ 

土木費 
３８億８，７７１万円 
９．７％ 

総務費 
６３億７，８４７万円　１５．９％ 

衛生費 
２９億６６６万円 
７．２％ 歳　出 

４０１億６，６９９万円 

一一一一一一一一一一 般般般般般般般般般般 会会会会会会会会会会 計計計計計計計計計計一 般 会 計

財産と負債

０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

２００ 

２５０ 

３００ 

３５０ 

４００ 

５ ６ ７ ８ ９ １０ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ （平成） １１ 

億円 

国策債※１ 

普通債※３ 

市核づくり関連債※２ 

退職手当債 

グラフ４　年度別市債残高推移（一般会計）

グラフ３　性質別歳出内訳

グラフ１　歳入総額 グラフ２　歳出総額

【用語解説】（歳入関係）

市民税や固定資産税などの市に納められる税金市 税

国から交付される補助金や負担金など国 庫 支 出 金

積み立てられた基金などから引き出すお金繰 入 金

公共施設の整備などをするときに借りる市の借金市 債

県から交付される補助金や負担金など県 支 出 金

県に納められた地方消費税の２分の１に相当する額を、市町村の人口および
従業員数で案分して、各市町村に交付されるお金地方消費税交付金

国税として納められた後、地方公共団体の財政需要により配分される税金地 方 交 付 税

前年度から繰り越されるお金繰 越 金

使用料・手数料などそ の 他

【用語解説】（歳出関係）
高齢者や障がい者への生活支援、保育所の運営など福祉のための経費民 生 費

住民登録、選挙、交通安全対策、環境対策などの経費総 務 費

道路、河川、公園などの整備のための経費土 木 費

小・中学校での教育、生涯学習などの経費教 育 費

ごみ処理や市民の健康の維持・増進などに必要な事業のための経費衛 生 費

市の借金の元金と利子を支払うための経費公 債 費

消防、救急活動、防災など市民の安全を守るための経費消 防 費

市議会を運営するための経費議 会 費

商業・工業の振興を図るための経費商 工 費

農業・林業・水産業の振興を図るための経費農 林 水 産 業 費

労働に関する問題対策のための経費労 働 費

支出の性質により、他の支出科目に含まれない経費諸 支 出 金

市の財政状況を報告

平成３０年度決算の概要
担当 財政課　1０４６（２５２）８４０４　5０４６（２５５）３５５０
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後期高齢者医療保険事業特別会計
　この事業は、後期高齢者医療被保険者の方に納めていた
だく保険料などから、療養費などを支払う事業です。

国民健康保険事業特別会計
　この事業は、国民健康保険被保険者の方に納めていただ
く保険税などから、医療費を支払う事業です。

介護保険事業特別会計
　この事業は、介護保険被保険者の方に納めていただく保
険料などから、介護サービスを実施する事業です。

保険料 
２１億４１８万円 
２４．１％ 

支払基金交付金 
２０億２，３２６万円 
２３．１％ 

国庫支出金 
１６億８，６８８万円 
１９．３％ 

繰入金 
１４億１７０万円 
１６．０％ 

県支出金 
１１億５，５１６万円 
１３．２％ 保険料 

２１億４１８万円 
２４．１％ 

支払基金交付金 
２０億２，３２６万円 
２３．１％ 

国庫支出金 
１６億８，６８８万円 
１９．３％ 

繰入金 
１４億１７０万円 
１６．０％ 

県支出金 
１１億５，５１６万円 
１３．２％ 

その他　３億７，５４３万円　４．３％ 

歳　入 
８７億４，６６１万円 

歳　出 
８４億７，９９１万円 

保険給付費 
７３億２７６万円 
８６．１％ 

地域支援事業費 
５億２，８７５万円 
６．２％ 

総務費 
３億１，１１８万円　３．７％ 

その他 
３億３，７２２万円　４．０％ 

特特特特特特特特特特 別別別別別別別別別別 会会会会会会会会会会 計計計計計計計計計計特 別 会 計

県支出金 
８７億４，９１７万円 
６３．９％ 

県支出金 
８７億４，９１７万円 
６３．９％ 

国民健康保険税 
２７億９，６６９万円 
２０．４％ 

繰入金 
１５億８，８９１万円 
１１．６％ 

国民健康保険税 
２７億９，６６９万円 
２０．４％ 

繰入金 
１５億８，８９１万円 
１１．６％ 

繰越金 
５億４７９万円　３．７％ 

その他 
４，９１５万円　０．４％ 

歳　入 
１３６億８，８７１万円 

歳　出 
１３６億８，１９０万円 

保険給付費 
８６億８，０３５万円 
６３．４％ 

保険給付費 
８６億８，０３５万円 
６３．４％ 

国民健康保険 
事業費納付金 
３９億７，３０２万円 
２９．０％ 

国民健康保険 
事業費納付金 
３９億７，３０２万円 
２９．０％ 

諸支出金 
６億４，２９４万円 
４．７％ 

保険事業費　７，７３１万円　０．６％ 

その他 
２０万円　０．０％ 

総務費 
３億８０８万円　２．３％ 

後期高齢者医療保険料 
１１億９，４１３万円 
７９．６％ 

繰入金 
２億４，０６２万円 
１６．０％ 

後期高齢者医療保険料 
１１億９，４１３万円 
７９．６％ 

後期高齢者医療広域連合納付金 
１３億８，６８１万円 
９６．８％ 

後期高齢者医療広域連合納付金 
１３億８，６８１万円 
９６．８％ 

繰入金 
２億４，０６２万円 
１６．０％ 

繰越金 
６，１４７万円　４．１％ 

その他 
４４４万円　０．３％ 

歳　入 
１５億６６万円 

歳　出 
１４億３，２３４万円 

総務費 
４，２９２万円　３．０％ 

諸支出金　２６１万円　０．２％ 

収益的収支 経営活動に関する収支（消費税などを含まない） 
営業外収益 

（水道利用加入金など） 
３億８，５９６万円　１７．９％ 

委託料 
３億９，７５９万円 
２０．５％ 

有価証券償還収入 
４億円 
９３．９％ 

建設改良費 
８億７，９１５万円 
６８．１％ 

投資 
３億１，３１６万円 
２４．２％ 

企業債償還金　９，９６９万円　７．７％ 

負担金　２，３８３万円　５．６％ 

その他　２２６万円　０．５％ 

人件費　１億６，９４６万円　８．７％ 純利益　２億１，５３８万円 

その他 
２億３，４８３万円 
１２．１％ 

その他 
２億３，４８３万円 
１２．１％ 

動力費　１億１，６９２万円　６．０％ 

受水費 
３億９，３９５万円 
２０．３％ 

減価償却費 
６億３，０１６万円 
３２．４％ 

営業収益（水道料金など） 
１７億７，０００万円　８２．０％ 

特別利益 
２３３万円　０．１％ 

収入　２１億５，８２９万円 

支出　１９億４，２９１万円 

収入　４億２，６０９万円 

支出　１２億９，２００万円 

資本的収支 施設整備に関わる収支（消費税などを含む） 

※損益勘定留保資金…減価償却費などの現金支出を伴わない費用を累計した資金 

不足額 
（損益勘定留保資金（※）などにより補　） 

８億６，５９１万円 

ほ てん 

　水道事業と公共下水道事業は、公営企業会計を
適用し独立採算により運営しています。平成３０年
度決算の収支はグラフの通りです。

収益的収支 経営活動に関する収支（消費税などを含まない） 

営業外収益 
（他会計補助金など） 
６億８，３１３万円　２６．６％ 

企業債 
５億９，４６０万円 
８２．４％ 

企業債償還金 
１５億５，２８１万円 
８４．２％ 

施設建設費 
２億４，４０８万円 
１３．２％ 

施設建設費 
２億４，４０８万円 
１３．２％ 

他会計借入金償還金　６６万円　０．１％ 
流域下水道建設費　４，５９９万円　２．５％ 

負担金　６，５７５万円　９．１％ 

補助金　５，５１９万円　７．６％ 
その他　６２６万円　０．９％ 

委託料　３，０６７万円　１．３％ 

純利益　２億１，１０９万円 

その他　１億７，５７８万円　７．４％ 

人件費　８，６３８万円　３．７％ 

支払利息 
３億４，４７６万円 
１４．６％ 

流域負担金 
３億６，５７８万円 
１５．５％ 

減価償却費 
１３億５，６７９万円 
５７．５％ 

営業収益（下水道使用料など） 
１８億７，２７０万円 
７２．８％ 

特別利益　１，５４２万円　０．６％ 収入　２５億７，１２５万円 

支出　２３億６，０１６万円 

収入　７億２，１８０万円 

支出　１８億４，３５４万円 

資本的収支 施設整備に関わる収支（消費税などを含む） 

※損益勘定留保資金…減価償却費などの 
現金支出を伴わない費用を累計した資金 

不足額 
（損益勘定留保資金（※）などにより補　） 

１１億２，１７４万円 

ほ てん 

公公公公公公公公公公営営営営営営営営営営企企企企企企企企企企業業業業業業業業業業会会会会会会会会会会計計計計計計計計計計公営企業会計

グラフ５　水道事業会計
　水道料金を主な収入として、皆さんのご家庭などへ水道水を供給する事業です。

グラフ６　公共下水道事業会計
　下水道使用料を主な収入として、下水道管の埋設や維持管理をする事業です。

担当 経営総務課　1０４６（２５２）７５１３　5０４６（２５７）４１５５

市市市市市市市市市 ののののののののの 財財財財財財財財財 政政政政政政政政政 ののののののののの 健健健健健健健健健 全全全全全全全全全 度度度度度度度度度 ををををををををを チチチチチチチチチ ェェェェェェェェェ ッッッッッッッッッ ククククククククク
　平成３０年度決算について、健全化判断比率と資金不足比率の算定を行
った結果、いずれも国が定めた早期健全化基準を大きく下回っており、
財政の健全化は保たれています。
　表３の指標のうち一つでも基準を超えるもの
があると、「財政健全化計画」の策定・実施、
国の関与、地方債の起債制限などの措置が講じ
られます。また、表４の資金不足比率に基準を
超えるものがあると「経営健全化計画」の策定・
実施などを行わなくてはなりません。
※健全化判断比率と資金不足比率について詳し
くは、市ホームページをご覧ください。

担当　財政課　1０４６（２５２）８４０４　5０４６（２５５）３５５０

表３　健全化判断比率の状況
財政再生基準早期健全化基準健全化判断比率指　標
２０．００％１２．１５％―（▲ ５．６３％）（赤字はありません）実質赤字比率
３０．００％１７．１５％―（▲１５．１５％）（赤字はありません）連結実質赤字比率
３５．０％２５．０％ ０．６％実質公債費比率
―３５０．０％２４．６％将来負担比率

※すべての会計において実質赤字額はありません。この場合、実質赤字比率、連結実質赤字比率は「―」
と表記し、参考までに黒字の程度を（▲）で表示しています。

表４　資金不足比率の状況
財政再生基準経営健全化基準資金不足比率公営企業会計名

―２０．００％
―（▲１０１．４％）（資金不足はありません）水道事業会計
―（▲  ８．８％）（資金不足はありません）公共下水道事業会計

※すべての会計において資金不足額はありません。この場合、資金不足比率は「―」と表記し、参考まで
に資金剰余の程度を（▲）で表示しています。


